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序章　生物多様性を保全する

大沼あゆみ・栗山浩一

生物多様性の現状

　生物多様性(Biodiversity)は，生物学的(biological)な多様性(diversity)という 2

つの言葉から作られた概念である．生物多様性条約では，その定義を，次のよ

うに述べている．

「生物の多様性」とは，すべての生物(陸上生態系，海洋その他の水界生態系，

これらが複合した生態系その他生息又は生育の場のいかんを問わない．)の間の変

異性をいうものとし，種内の多様性，種間の多様性及び生態系の多様性を

含む(外務省訳)．

ここで言う変異性とは，生物や生態系間での相互作用のことを意味し，動的な

概念である．こうした相互作用が豊かであることを保障するものが，種内の多

様性(遺伝的多様性)，種間の多様性(種の多様性)，そして生態系の多様性である．

とりわけ種の多様性は，もっともわかりやすい生物多様性を示す概念となって

いる．

　今日，確認された生物種はたかだか 180 万種程度であるが，未確認のものを

含めると，1000 万～1億種が存在しているのではないかと推測されている．一

方，急速にこれらの種が絶滅していると考えられている．その水準は，不確実

ではあるものの，数千から数万にも及ぶものと推定されている．国際自然保護

連合(IUCN)は，絶滅のおそれのある種の状況について，定期的に公表してい

る．そこに報告された野生生物のリストはレッドリストと呼ばれている．2014

年の報告では，表 0.1にあるように，動物の絶滅危惧種の比率は高く，特に環
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境悪化に脆弱な両生類では 30⑫を超えている1)．

　種の減少の背景には，次の 5つの要因がある．1つは生物の生息地の減少で

ある．人口増大や開発により，森林などの生息地が減少している．発展途上国

では，熱帯雨林を中心に森林が急速に減少しており，その年間平柊減少面積は

800 万ヘクタールを超える．つぎに，乱獲である．特に，経済的価値の高い

(あるいは高い部位を持つ)種は，過剰に採取されがちで，日本でも毛皮が高値で

取引されたニホンカワウソは絶滅してしまった．一方で，害獣としての駆除も

過剰採取の範疇に含まれる．

　また，化学物質や過剰な栄養塩による汚染は，とりわけ淡水生態系に生息す

る生物に深刻な被害を与えてきた．さらに，意図的・非意図的であれ，人間が

導入した種は，外来種として在来種の存続に大きな危機を与えている．そして，

地球温暖化は，急速な平柊気温の上昇をもたらし，適応できない種などを中心

に，2050 年までに 35⑫の種の絶滅をもたらすという推測もある．

　この生物多様性の危機が国際的に認識され，協力の下で対応しようとしたの

が，1992 年リオデジャネイロで開催された地球サミットであり，その枠組み

がそのとき誕生した生物多様性条約である．

生物多様性保全はなぜ必要なのかИЙ生態系サービスと環境倫理

　そもそも，生物多様性の保全はなぜ必要なのだろうか．この問いには，大別

して 2つの立場がある．1つは，生物多様性が人間社会に直接役立つから保全

が必要だという立場であり，もう 1つは生物多様性が人間社会に直接役立つか

表 0.1　レッドリスト(IUCN 2014)

記載数 評価数 絶滅危惧数 (⑫)

哺乳類 5▅513 5▅513 1▅199 22

鳥類 10▅425 10▅425 1▅373 13

は虫類 10▅038 4▅414 927 21

両生類 7▅302 6▅414 1▅957 31

魚類 32▅900 12▅457 2▅222 18

出典) IUCN RED LIST version 2014.3.
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どうかとは関係なくても保全が必要だという立場である．前者の立場を人間中

心主義，後者のそれを生命中心主義という．

　人間社会は，自然環境からさまざまな恩恵を受けている．たとえば，自然環

境が提供するサービスには，食料・木材・燃料などの資源供給，洪水などの災

害防止，環境汚染の浄化，美しい景観やレクリエーション体験の提供などが含

まれる．こうした自然環境が生み出すサービスは「生態系サービス」と呼ばれ

ている．生物多様性は生態系サービスの源泉であり，生態系サービスを維持す

るためには生物多様性の保全が必要である．

　しかし，生態系サービスの多くは，市場価格が存在せず，その対価が支払わ

れていないため，生物多様性の保全が困難な状況にある．そこで，生態系サー

ビスの持つ経済価値を評価し，生態系サービスの受益者が費用負担を行う制度

として「生態系サービスへの支払い」が世界的に注目を集めるようになった．

国連は，2012 年，生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プ

ラットフォーム(The Intergovernmental science-policy Platform on Biodiversity and

Ecosystem Services▂IPBES)を創設し，国際的な保全の枠組み作りに着手したが，

生態系サービスは，枠組み作りで中心的な概念になっている．

　他方，生命中心主義からは，人間社会に直接役立たない場合であっても，生

物多様性の保全が必要であることを主張する．人間社会の有用性に直接働きか

けるものではないが，一方，どのような生物であっても絶滅は回避すべきとい

う考えを持つ人は少なくないであろう．こうした立場の背景にあるのが，あら

ゆる生物が内在的価値を持っているという倫理的主張であり，生物多様性保全

の重要な根拠の 1つであり続けた．次に述べる生物多様性条約の前文にも，こ

の主張が盛り込まれている．

生物多様性条約の枠組み

　生物多様性条約は，前文で生物の内在的価値を認めながら，3つの目的を掲

げている．1つは，「生物多様性の保全」である．この目的は，言うまでもな

く，それ以前より長い歴史を持つ自然保護主義の思想と重なるものである．生

物多様性条約の特徴は，この生物多様性の保全を，第 2の目的である，「生物
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多様性の構成要素の持続可能な利用」により行うことを謳っていることである．

すなわち，生物多様性を「隔離」するのではなく，活用することで人間社会に

保全するインセンティブを与えるという枠組みを採用しているとみてよい．こ

の目的は，今日の生物多様性保全の基本思想となっていて，生態系サービスの

明確な提示と，それに基づく「生態系サービスへの支払い」という手段(第 2

章)が受け入れられ拡がっている背景を構成している．

　そして 3つめの目的が，「遺伝資源利用による利益の公正な配分」である．

この目的は，特に，遺伝資源を生み出す生物多様性の豊富な発展途上国に，十

分な利益を還元することで，熱帯雨林などを保全するインセンティブをもたら

すことになる．

　生物多様性条約を批准した国は，この条約に基づき法律を制定する．日本で

は，2008 年制定の「生物多様性基本法」がそれにあたる．そしてこの生物多

様性基本法に基づき，生物多様性国家戦略が制定される．2012 年制定の国家

戦略では，生態系サービスと関連させた生物多様性の保全意義が強く打ち出さ

れている．

　生物多様性条約の，2年に一度の締約国会議では，これまで遺伝資源の利用

をめぐって議論が展開されてきた．とりわけ，遺伝資源の入手に際する問題

(「アクセス」の問題」)と遺伝資源利用から生じる利益の配分をめぐる問題(「利益

配分」の問題)は，「アクセスと利益配分┝(Access and Benefit Sharing▂ABS)の問

題として議論が続けられた．

　一方，この間，特にアクセスをめぐって，先進国企業の遺伝資源利用が適切

かどうかトラブルも発生し，企業などの遺伝資源利用を遠ざけることにもつな

がっていた．

　しかし，2010 年，名古屋市で開催された第 10 回生物多様性条約締約国会議

(COP10)で，名古屋議定書が採択され，アクセスが適切とみなされる条件が明

記された．また，条件が満たされればその証明書も発行されることになり，遺

伝資源利用を促進することが期待されている．
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今日の生物多様性保全(1)ИЙ保護区を定める

　生物多様性保全の対象と手段には表 0.2のようにさまざまなものが存在す

るが，もっとも代表的な政策手段は保護区制度であろう．保護区制度とは，重

要な生態系・生息地を国立公園などの保護区として定め，土地の開発や利用を

規制することで自然環境を守る制度である．

　保護区は古くから存在する制度だが，第 10 回生物多様性条約締約国会議で

採択された「愛知ターゲット」で保護区に対する数値目標が示されたことから，

保護区の重要性が再認識され，保護区に対する関心が世界的に高まっている．

保護区制度は世界各地でさまざまな形態が存在し，原生自然を保護するために

一切の利用を禁止するものから，ある程度の環境対策を行えば開発が認められ

るような規制の弱いものまで存在する．

　たとえば，代表的な保護区である国立公園の場合，アメリカの国立公園は大

部分が国有地であるが，日本の国立公園には多くの私有地が含まれている．日

本は国土が狭く，私有地も国立公園に指定せざるを得ないが，私有地に対して

は厳しい利用規制を実施することは難しい．

今日の生物多様性保全(2)ИЙ地域主体の保全と経済的手段

　生物多様性の保全を考える際に重要な視点として，地域主体による保全があ

る．生物資源の多くは，共同で利用や管理が行われる「コモンズ」としての性

質を持っている．コモンズでは，利用者が自己の利益のみを考えて，過剰に利

用を続ける行為が認められていたり，罰するルールが機能しない場合は，資源

が枯渇してしまう，「コモンズの悲劇」が生じる可能性がある．そこで，地域

住民が協力し，コモンズの悲劇を回避し資源を保全するための社会制度を構築

している事例が世界各地に存在する．

　たとえば，日本では共同で森林を利用する入会林の制度が存在するが，地域

住民が薪などを過剰に利用しないように，一日の採取量を制限するなどのルー

ルが設けられるなど，過剰利用によるコモンズの悲劇を回避する対策が行われ
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てきた．つまり，山村の地域住民が，資源を保全するための制度を自発的に作

り上げてきたのである．

　また，生物多様性の保全において，もう 1つの重要な視点として経済的手段

がある．従来の生物多様性保全は，直接規制により希少種を保全することが中

心であったが，私有地では直接規制による保全には限界がある．だが，生物多

様性の保全が土地所有者の経済的な利益になるのであれば，土地所有者は自発

的に保全を行うであろう．このような経済的インセンティブに着目した経済的

手段が世界的に注目を集めている．

　生物多様性保全における経済的手段の制度が進んでいる国の 1つはアメリカ

である．アメリカでも，絶滅危惧種法による直接規制が行われてきたが，私有

地においては，むしろ生息地の破壊が深刻化した．そこで，自発的参加による

保全プログラムが導入されたが，オークション形式を用いることで，効果の高

い保全対策に対して優先的に資金援助を行うことが可能となっている．また，

生息地に影響が生じる場合は，近隣地で保全を行う代償措置が認められている

が，土地所有者が自分自身で保全を行う代わりに，市場からクレジットを購入

することが可能となっている．温暖化における排出量取引と同様の制度であり，

土地所有者は少ない費用で保全を行うことが可能となっている．

今日の生物多様性保全(3)ИЙ害鳥獣と外来種を制御する

　生物多様性保全では，希少生物種や生態系を保全することだけが重要な課題

ではない．とりわけ，先進国の多くで直面している問題が，過剰な生物種や個

表 0.2　生物多様性保全の手段

保護区 政府が生物多様性保全のために重要
な土地を保護区として定めて開発・
利用を規制

国立公園，保護林など

経済的手段 生物多様性の保全行動が利益になり，
逆に開発が不利益になるような制度
を導入することで土地所有者などが
自発的に生物多様性を保全

環境税，環境補助金

生態系サービス支払制度

生物多様性オフセットなど

自主的管理 地域住民が資源を維持するために自
発的に利用を抑制

コモンズ，入会林など

�



体数を増やした外来種の抑制である．

　過剰になった生物は，いわゆる野生鳥獣被害を引き起こし，深刻な経済的被

害をもたらす．農林水産省によれば，日本の 2012 年度の被害は 229 億円にの

ぼる．シカ，イノシシ，サル，クマ，トド，カワウなどが代表的な害獣であり，

特に，農作物被害ではシカ・イノシシ・サルの被害は全体の 7割，また，森林

ではシカの被害がやはり全体の 7割に達している．

　シカは，捕食者(ニホンオオカミ)が絶滅したことによって，その個体数を大

きく増やすことになった．さらに，今日，資源としての利用価値が低下してし

まったことも狩猟圧を低めることになっている．

　こうした要因を解決するために，オオカミの再導入の主張もあり，実際，大

型のシカであるエルクによる生態系被害が深刻だった米国イエローストーン国

立公園では，1990 年代から導入したハイイロオオカミにより劇的な改善が見

られている．しかし，日本での導入は人間の生活圏と重なるところも多く，容

易ではない．一方，駆除を促進したり，シカの食肉利用を高めるさまざまな方

策が施されてきた．たとえば，2014 年には，鳥獣保護法の改正が行われ，駆

除に民間事業者も参入ができるようになった．

　また，意図的であれ非意図的であれ，人間が持ち込んだ移入種も在来種に大

きな脅威を与え，絶滅の危機を高めているものもある．日本における被害でも

っとも代表的な外来種の 1つが，ハブやネズミの駆除を目的として，沖縄に

1910 年，奄美大島に 1979 年に導入されたジャワマングースである．捕食者の

少ない島のような環境では在来種が被害を受けやすく，奄美大島では，アマミ

ノクロウサギなどの哺乳類をはじめ，鳥類，は虫類も減少してきた．現在も，

駆除が続けられているが，根絶は容易ではなく，個体数の息長い制御と管理が

必要となる．

　日本では，2004 年に外来生物法(特定外来生物による生態系等に係る被害の防止

に関する法律)が制定され，人間や農林水産業に被害を与える海外由来の生物を

特定外来生物として指定し，その生物を，飼養(飼育や栽培など)，輸入，販売

することなどが原則として禁止された．2015 年現在，マングースやアライグ

マなどの哺乳類 25 種をはじめ，さまざまな動植物が指定されている．
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本書の構成

　本書は，上記について，詳しく論じてある．第 1章では，保全と利用の両立

を目的とした生物多様性条約と国内制度について，その発展の経緯と内容につ

いて詳細に論じている．

　第 2章では，生態系サービスの経済評価に関する国際動向を展望するととも

に，生態系サービスへの支払いを実現する上での課題を具体的な事例を示しつ

つ包括的に説明している．

　第 3章では，生物多様性をめぐる環境倫理学の多様な議論を整理し，生物多

様性を人と自然との関わりという関係性の観点から捉え生物多様性の倫理を考

察している．

　第 4章では，負の生態系サービスとして捉えられる害獣の問題を分析してい

る．資源の過少利用の観点から，供給側のハンター維持の課題，および，需要

側の消費者の観点からのシカ肉の魅力について，経済学的な観点から利用拡大

への方策が示されている．

　第 5章では，地域主体による生物多様性の保全について，これまでのコモン

ズ論の議論を整理し，日本の里山などを事例として地域社会と生物多様性の保

全の関係について考察している．

　第 6章では，アメリカを事例にとり，経済的手段としての生物多様性保全政

策について述べ，その効果性を論じている．

　第 7章では，外来種の制御と管理の状況，その枠組み，そしてその経済学的

側面などを，実例を挙げながら説明している．

　そして，第 8章では，代表的な保護区制度である国立公園と国有林を対象に

海外と国内の保護区制度の比較を行うとともに，保護区制度の今後の課題を論

じている．

今後の課題

　国境を越えて存在する種や生態系もあるが，生物多様性は，基本的には局所

	



的(ローカル)な存在である．特定の生態系を保全しようとするとき，費用を負

担する主体は，そのほとんどが生態系の位置する地域や国(あるいは所有者)で

ある．一方，森林などの生態系を保全することの便益は，国境を越えて他国に

も及ぶことが少なくない．実際，そのような便益の中には，森林を保全するこ

とで炭素を貯留し続け地球温暖化促進を抑制するというような，全地球的な便

益もある．そして，ローカルな人々が享受する保全便益より，こうした全地球

的な便益は，はるかに大きい可能性が高い．

　このように，費用の担い手にとっての便益が，保全のフリーライダーの便益

よりも小さい問題は，スケール・ミスマッチの問題として捉えられる．言い換

えれば，地球規模で見れば，保全の便益が費用を超え，生物多様性を保全する

ことが経済学的に合理的なケースであっても，ローカルなレベルで見れば，便

益よりも費用が大きいことが起こりうるのである．この場合，保全を担う地域

や国，あるいは人々にとって，保全することは損失となってしまうため，生物

多様性保全は，持続可能なものにはならない可能性が高い．

　このスケール・ミスマッチを解決する方策はあるのだろうか？ 必要な仕組

みは，便益を受ける国際社会から，保全を担う国に便益に応じて支払が行われ

る，生態系サービスへの国際的支払(IPES)である．地球温暖化の枠組みで導入

が進められるレッド・プラス(REDD+：森林減少・劣化による二酸化炭素排出を森

林保全により抑制する仕組み)も，温暖化を抑制する生態系サービスへの国際的な

支払として，この仕組みに含まれるだろう．

　地球温暖化の抑制は，国際的な費用負担と配分の枠組みの下で曲がりなりに

も取り組みが進んできたが，今後の生物多様性保全政策にとって，共通の目標

を掲げ各国が独自に取り組むだけではなく，こうした費用負担の枠組みを構築

することが不可欠である．

　このようなシステムの構築において，より政策面で利用可能性の高い生物多

様性の評価を行い，生物多様性の価値を保全政策や私たちの経済行動に反映す

ることが必要である．第 2章で示されているように，環境経済学では生物多様

性の価値を評価する手法の開発が進み，生物多様性の価値を定量的に評価する

ことが可能となっている．また環境倫理学の分野でも，生物多様性の価値を支

える環境倫理に関する研究が進んでいる(第 3章)．しかし，単に生物多様性の

序章　生物多様性を保全する






価値を明らかにするだけでは生物多様性の保全は実現できない．

　保全を実現するためには，生態学や生物学の知見を活用しながら，環境経済

学，環境政策学，環境社会学，環境倫理学などさまざまな分野で独自に進めら

れてきた生物多様性の価値に関する研究成果を統合し，実際に経済社会で主流

化することが必要である．生物多様性の科学的真理と，人間社会との連関をよ

り適切に反映した評価とその主流化は，上記の国際的な費用負担配分システム

の設計においても，妥当で衡平な費用負担を実際に定めることを可能とし，一

方では，ローカルおよびグローバルなさまざまな文脈で，新たな保全システム

を工夫し創出することにもつながるであろう．

　本書は，そのための 1つの重要なきっかけを提供するものだと私たちは考え

ている．

注

1) 絶滅危惧種とは，絶滅寸前種，絶滅危機種，危急種を合わせたものを言う．10 年，ま
たは 3世代の長い方の期間で，絶滅確率がそれぞれ 50⑫，20⑫，10⑫以上と評価され
る．
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